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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　不透水層が存在し、不透水層の上方に汚染土が存在し、地下水流れがある土壌において
、汚染土よりも地下水流れの下流側に汚染土に含まれる汚染物質の拡散防止壁を造成する
拡散防止壁の造成方法であって、
　下方に向かって汚染土側へ傾斜した傾斜部を備え、かつ、下端が不透水層に到達しない
拡散防止壁であり、汚染土に地下水が流れ込み、汚染土を通過した地下水を傾斜部に沿っ
て流下させ、傾斜部の先端を回り込ませて下流側へ地下水を流す拡散防止壁を造成する拡
散防止壁の造成方法。
【請求項２】
　傾斜部と、傾斜部の両端に接続された鉛直部とからなり、平面視コの字状に拡散防止壁
を造成し、かつ、コの字状の内側で傾斜部の上方に汚染土が存在し、地下水がコの字の開
放側からコの字の内側に流れ込むように拡散防止壁を造成する請求項１に記載の拡散防止
壁の造成方法。
【請求項３】
　不透水層が存在し、不透水層の上方に汚染土が存在し、地下水流れがある土壌において
、汚染土よりも地下水流れの下流側に造成される汚染土に含まれる汚染物質の拡散防止壁
であって、
　下方に向かって汚染土側へ傾斜した傾斜部を備え、かつ、下端が不透水層に到達してい
ない拡散防止壁であり、汚染土に地下水が流れ込み、汚染土を通過した地下水を傾斜部に
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沿って流下させ、傾斜部の先端を回り込ませて下流側へ地下水を流す拡散防止壁。
【請求項４】
　傾斜部と、傾斜部の両端に接続された鉛直部とからなり、平面視コの字状を呈しており
、コの字状の内側で傾斜部の上方に汚染土が存在し、地下水がコの字の開放側からコの字
の内側に流れ込む請求項３に記載の拡散防止壁。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、汚染土に含まれる汚染物質が地下水流れによって拡散するのを防止する拡散
防止壁とその造成方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　各種化学工場跡地や薬品工場跡地、部品工場、金属精錬工場、めっき工場等の跡地、廃
棄物処分場などにおいては、土壌中に存在する汚染土が地下水流れによって拡散するのを
防止するべく、拡散防止壁が造成されている。
【０００３】
　従来一般の拡散防止壁が特許文献１に開示されている。ここで開示される拡散防止壁（
特許文献１では地中遮水壁）は、汚染地区を取り囲むように不透水層に達する地中遮水壁
を構築して汚染土壌を原位置に封じ込め、地中遮水壁の内側近傍の所定深さに暗渠型集水
施設を環状に敷設し、暗渠型集水施設から汚染地区内の汚染地下水を集水するものである
。地中遮水壁近傍の地下水位を地中遮水壁に沿って局所的に低下させ、地中遮水壁を挟む
外側の水位が内側の水位より高くなるようにして汚染地下水の拡散を防止できるとしてい
る。
【０００４】
　このように、従来の汚染土に含まれる汚染物質の拡散防止壁は、特許文献１で開示され
るように拡散防止壁（もしくは遮水壁）を不透水層まで造成し、汚染土を拡散防止壁と不
透水層で完全に閉じ込めるものが一般的である。この場合、地下水流れも堰き止められて
しまい、遮水壁の上流側では地下水位が上昇し、遮水壁の下流側では地下水位が低下する
といった大きな水位変動が生じてしまう。
【０００５】
　このことを図６を参照して説明する。図６で示すように、土壌Ｇ１（たとえば不圧帯水
層）中に汚染土ＰＳが存在し、土壌Ｇ１の下方に不透水層Ｇ２が存在し、地下水位ＷＬが
一定レベルであり、地下水流れがある土壌Ｇ１に対し、汚染土ＰＳよりも地下水流れの下
流側にその先端が不透水層Ｇ２に貫入するようにして拡散防止壁Ｗを造成する。この場合
、不透水層Ｇ２まで延びる拡散防止壁Ｗにて地下水流れが完全に遮断されるために、拡散
防止壁Ｗの地下水流れ上流側の地下水位ＷＬは大きく上昇し、一方で拡散防止壁Ｗの地下
水流れ下流側の地下水位ＷＬは大きく低下する。なお、地下水の流れ方向は、多少の季節
変動等はあるものの、その土壌に固有の流れ方向を有している。
【０００６】
　このように、拡散防止壁Ｗの周辺で地下水位が大きく変動するといった課題に加えて、
不透水層Ｇ２が非常に深い場合は拡散防止壁Ｗの施工コストが高騰するといった課題もあ
り、あるいは、不透水層Ｇ２が非常に薄層の場合に不透水層Ｇ２に拡散防止壁Ｗの先端を
貫入させる施工が極めて困難となるといった課題もある。
【０００７】
　そこで、上記種々の課題を解消するべく、先端が不透水層まで延びていない拡散防止壁
を造成する方法が考えられる。このことを図７を参照して説明する。
【０００８】
　図７で示すように、不透水層Ｇ２まで延びず、土壌Ｇ１内で先端が留まる拡散防止壁Ｗ
’を造成することで、地下水は拡散防止壁Ｗ’の先端を回り込んでその下流側へ流れるこ
とが可能になる。そのため、拡散防止壁Ｗ’の周辺での地下水位ＷＬの上昇や低下が緩和
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される。
【０００９】
　しかしながら、拡散防止壁Ｗ’の先端を地下水が回り込んで下流側へ流れることから、
地下水が汚染土ＰＳを通過してできる汚染地下水が拡散防止壁Ｗ’の下流側へ拡散してし
まい、拡散防止壁Ｗ’を造成する本来の目的を達成できなくなってしまう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００３－３３７５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は上記する問題に鑑みてなされたものであり、不透水層まで延びる拡散防止壁を
造成する際に生じ得る課題を解消することができ、かつ、汚染土に含まれる汚染物質や汚
染地下水が拡散防止壁の外側へ拡散するのを抑制することのできる拡散防止壁とその造成
方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　前記目的を達成すべく、本発明による拡散防止壁の造成方法は、不透水層が存在し、不
透水層の上方に汚染土が存在し、地下水流れがある土壌において、汚染土よりも地下水流
れの下流側に汚染土に含まれる汚染物質の拡散防止壁を造成する拡散防止壁の造成方法で
あって、下方に向かって汚染土側へ傾斜した傾斜部を備え、かつ、下端が不透水層に到達
しない拡散防止壁を造成するものである。
【００１３】
　本発明の拡散防止壁の造成方法は、汚染土よりも地下水流れの下流側において、先端が
不透水層まで到達しない長さを有し、かつ下方に向かって汚染土側へ傾斜した傾斜部を備
えた拡散防止壁を造成することにより、汚染土を通過した地下水が拡散防止壁の先端を回
り込んで下流側へ流れるのを許容しながらも、この下流側への流れを流れ難くし、もしく
は下流側への流路を長くし、このことによって汚染土に含まれる汚染物質や汚染地下水の
拡散を抑制するものである。
【００１４】
　拡散防止壁が不透水層まで延びていないことで、拡散防止壁の周辺での地下水位の大き
な変動は生じ得ない。さらに、不透水層が深い場合に不透水層まで延びる拡散防止壁の造
成の際に工費が高騰するといった問題や、不透水層が薄い場合に不透水層内に拡散防止壁
の先端を貫入施工する際に施工が困難になるといった問題も生じ得ない。
【００１５】
　拡散防止壁を構成する傾斜部が下方に向かって汚染土側へ傾斜していることで、汚染土
を通過した地下水が拡散防止壁の先端を回り込む際の流路長が長くなり、このことによっ
て、地下水の回り込みまでの過程で汚染物質は拡散防止壁の上流側に残され、拡散防止壁
の下流側に運ばれ難くなる。
【００１６】
　ここで、傾斜部を備えた拡散防止壁の造成方法の実施の形態として、造成方法の一つの
実施の形態は、傾斜部と、傾斜部の両端に接続された鉛直部とからなり、平面視コの字状
に拡散防止壁を造成し、かつ、コの字状の内側で傾斜部の上方に汚染土が存在し、地下水
がコの字の開放側からコの字の内側に流れ込むように拡散防止壁を造成する形態を挙げる
ことができる。
【００１７】
　ここで、「平面視コの字状」とは、平面視形状が文字通りコの字状の他にも、両端の二
辺が外側に開いた形状（開口が広がっている）、逆に両端の二辺が内側に閉じた形状（開
口が狭まっている）、全体がＣの字状の形状などを包含する。
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【００１８】
　本発明の造成方法では、汚染土の位置を精緻に特定するとともに、地下水流れの向きも
精緻に特定し、これらの特定結果に基づいて拡散防止壁の形状（平面視形状、側面視形状
）や配置設計がおこなわれるのが望ましい。地下水流れの向きに関しては、対象土壌に固
有の流れの向きがあることに加えて、流れの向きの季節変動等をも勘案しながら、平面視
コの字状の拡散防止壁にて汚染土を通過した地下水の流れを、平面的に見た際に十分に遮
断できるように拡散防止壁の平面形状や平面寸法が設定されるのがよい、また、拡散防止
壁の側面視の形状や寸法においても、汚染土を通過した地下水が拡散防止壁に沿って流下
する際に汚染物質が拡散防止壁の下端まで運ばれない、もしくは運ばれ難くなるような拡
散防止壁の形状や長さに設定されるのがよい。
【００１９】
　平面視コの字の中央の一辺に対応する壁が傾斜部であり、両端の二辺が鉛直部（鉛直方
向の延びる壁）となっている。そして、中央の傾斜部の上方でコの字の内側に汚染土が存
在するように拡散防止壁が造成されている。
【００２０】
　コの字の内側に流れ込んできた地下水は、汚染土を通過して汚染地下水となり、傾斜部
にぶつかる。傾斜部にぶつかった汚染地下水は、地下水流れと逆向きに傾斜した傾斜部に
沿って下方へ流下することになり、このような汚染地下水の流れによって汚染地下水中の
汚染物質が拡散防止壁の先端まで運ばれるのを抑制することができる。
【００２１】
　なお、本発明者等による数値解析によれば、傾斜部の上方が汚染地下水の残留エリアと
なること、したがって、汚染地下水が傾斜部の先端を回り込んで下流側へ流れない、もし
くは流れ難いことが特定されている。
【００２２】
　また、本発明は拡散防止壁にも及ぶものであり、この拡散防止壁は、不透水層が存在し
、不透水層の上方に汚染土が存在し、地下水流れがある土壌において、汚染土よりも地下
水流れの下流側に造成される汚染土に含まれる汚染物質の拡散防止壁であって、下方に向
かって汚染土側へ傾斜した傾斜部を備え、かつ、下端が不透水層に到達していないもので
ある。
【００２３】
　この拡散防止壁の実施の形態として、傾斜部と、傾斜部の両端に接続された鉛直部とか
らなり、平面視コの字状を呈しており、コの字状の内側で傾斜部の上方に汚染土が存在し
、地下水がコの字の開放側からコの字の内側に流れ込む形態を挙げることができる。
【発明の効果】
【００２４】
　以上の説明から理解できるように、本発明の拡散防止壁とその造成方法によれば、下方
に向かって汚染土側へ傾斜した傾斜部を備え、かつ、下端が不透水層に到達しない拡散防
止壁を造成することにより、拡散防止壁の周辺で地下水位の大きな変動を生じさせること
なく、また、工費が高騰したり施工が困難であるといった問題を生じさせることなく、汚
染土に含まれる汚染物質や汚染地下水の拡散を効果的に抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の拡散防止壁を模式的に示した斜視図である。
【図２】図１のII矢視図である。
【図３】図１のIII矢視図である。
【図４】（ａ）、（ｂ）、（ｃ）ともに、拡散防止壁の実施の形態の平面図である。
【図５】数値解析の条件と結果を示した図であって、（ａ）は初期条件を示した図であり
、（ｂ）は従来構造の拡散防止壁の解析結果を示した図であり、（ｂ）は本発明の拡散防
止壁の解析結果を示した図である。
【図６】従来の拡散防止壁の実施の形態を示した模式図であって、地下水位の変動が激し
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いことを説明した図である。
【図７】従来の拡散防止壁の実施の形態を示した模式図であって、汚染地下水が拡散防止
壁の下端を回り込んで拡散していることを説明した図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、図面を参照して本発明の拡散防止壁の実施の形態を説明する。
【００２７】
（拡散防止壁とその造成方法の実施の形態）
　図１は本発明の拡散防止壁を模式的に示した斜視図であり、図２は図１のII矢視図であ
り、図３は図１のIII矢視図である。
【００２８】
　図１で示すように、拡散防止壁１０は、鉛直方向に延びる左右の鉛直部２と、左右の鉛
直部２，２間にあってこれらに接続され、かつ下方に向かって汚染土ＰＳ側へ傾斜した傾
斜部１と、から大略構成され、図２で示すように平面視コの字状を呈している。
【００２９】
　図示するように、拡散防止壁１０は、傾斜部１の上方に汚染土ＰＳが位置するように設
計され、かつ、対象土壌Ｇ１における地下水流れが拡散防止壁１０の開口を介してコの字
状の内側へ流れ込むように設計され、この設計に基づいて造成される。
【００３０】
　傾斜部１と鉛直部２は、ともに鉄筋コンクリート製であってもよいし、たとえば鋼矢板
等から形成されてもよいし、一方が鉄筋コンクリート製であって他方が鋼矢板等からなる
組み合わせ形態であってもよい。
【００３１】
　拡散防止壁１０が造成される土壌Ｇ１の下方には不透水層Ｇ２が存在し、一定レベルの
地下水位を有し、一定方向に流れをもった地下水が存在する。
【００３２】
　拡散防止壁１０の傾斜部１や鉛直部２の下端は不透水層Ｇ２まで延びず、不圧帯水層等
の土壌Ｇ１内に留まるように造成されている。
【００３３】
　図３で示すように、汚染土ＰＳを通過した地下水はたとえば傾斜部１に沿って流下する
。傾斜部１はその先端が不透水層Ｇ２まで到達しないものの、下方に向かって汚染土ＰＳ
側へ傾斜していることにより、汚染土ＰＳを通過した地下水が傾斜部１の先端を回り込ん
でその下流側へ流れるのを許容しながらも、この傾斜姿勢と傾斜部１の下端までの流路長
が長くなったことにより、傾斜部１の下端まで汚染土ＰＳに含まれる汚染物質が運ばれる
ことが抑制され、したがって汚染土ＰＳに含まれる汚染物質の拡散は効果的に抑制される
。
【００３４】
　また、傾斜部１や鉛直部２が不透水層Ｇ２まで延びておらず、これらの下端で地下水が
回り込んで流下するのを許容していることで、拡散防止壁１０の周辺で地下水位が大きく
変動するといった問題は生じ得ない。
【００３５】
　また、傾斜部１や鉛直部２が不透水層Ｇ２まで延びていないことで、不透水層Ｇ２が深
層に位置する場合に拡散防止壁の長さが長くなり、工費が増大するといった問題も生じ得
ない。さらに、不透水層Ｇ２が薄層で拡散防止壁の先端を不透水層Ｇ２内に貫入するのが
困難になるといった問題も生じ得ない。
【００３６】
　なお、図示する傾斜部１は直線状に傾斜した形態であるが、たとえば下に凸の湾曲状の
形態や直線部分とその先端の湾曲部分の組み合わせ形態など、多様な形態の傾斜部が適用
可能である。
【００３７】
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　また、図示する拡散防止壁１０は傾斜部１と二つの鉛直部２の組み合わせ形態であるが
、少なくとも地下水流れに対向する中央位置に傾斜部を備えていれば、三つの傾斜部から
構成された形態や、一つの鉛直部と二つの傾斜部から構成される形態など、多様な形態の
拡散防止壁が適用可能である。いずれの形態であっても、中央の傾斜部の直上に汚染土が
存在するようにして拡散防止壁が造成されることで、傾斜部の先端を介して汚染土に含ま
れる汚染物質が拡散するのが効果的に抑制される。
【００３８】
　また、図４（ａ）、（ｂ）、（ｃ）はともに、拡散防止壁の実施の形態の平面図である
。
【００３９】
　図４（ａ）で示す拡散防止壁１０Ａは、中央の傾斜部１Ａの両端に外側に開くようにし
て鉛直部２Ａが接続されたものであり、これも平面視コの字状の拡散防止壁である。
【００４０】
　一方、図４（ｂ）で示す拡散防止壁１０Ｂは、中央の傾斜部１Ｂの両端に内側に閉じる
ようにして鉛直部２Ｂが接続されたものであり、これも平面視コの字状の拡散防止壁であ
る。
【００４１】
　拡散防止壁１０Ｂによれば、コの字状内に浸入した地下水がコの字状の外側に流れ出難
くなる。したがって、汚染土ＰＳに含まれる汚染物質の拡散抑制効果が一層高くなる。
【００４２】
　さらに、図４（ｃ）で示す拡散防止壁１０Ｃは、平面視が円弧状を呈しており、中央の
半円弧状の傾斜部１Ｃに両端の平面視弧状の鉛直部２Ｃが接続されたものであって、これ
も平面視コの字状の拡散防止壁である。
【００４３】
　拡散防止壁１０Ｃによれば、湾曲形態のコの字状内に浸入した地下水がコの字の外側に
流れ出難くなることより、拡散防止壁１０Ｂと同様、汚染土ＰＳに含まれる汚染物質の拡
散抑制効果が一層高くなる。
【００４４】
（数値解析とその結果）
　本発明者等は、従来の拡散防止壁と本発明の拡散防止壁のそれぞれの場合における数値
解析をおこない、両者の結果を比較する検証をおこなった。ここで、図５（ａ）は初期条
件を示した図であり、図５（ｂ）は従来構造の拡散防止壁の解析結果を示した図であり、
図５（ｃ）は本発明の拡散防止壁の解析結果を示した図である。
【００４５】
　図５（ａ）の初期条件を示した図より、表層に汚染物質が存在し（中央の濃い領域）、
地下水流れは図の左から右へ向かう方向に設定した。従来の拡散防止壁は図５（ｂ）で示
すように鉛直方向に延びる壁であり、本発明の拡散防止壁は図５（ｃ）で示すように汚染
物質側に傾斜する壁であって、壁の直上に汚染物質が存在するものである。各ケースで地
下水流れを付与し、地下水中の汚染物質濃度の挙動を特定し、比較した。
【００４６】
　まず、図５（ｂ）で示す従来の拡散防止壁では、拡散防止壁の地下水流れ上流側に汚染
度の高い領域が残り、その下方に汚染度が相対的に低下した領域が形成され、さらにその
下方から拡散防止壁の下端を回り込んでその下流側に至り、さらに汚染度の低下した領域
が形成されていることが分かる。
【００４７】
　図５（ｂ）では、汚染物質を通過する地下水の流量はほとんど減少せず、図示するよう
に地下水流れによって汚染物質が拡散防止壁の下流側に回り込んで下流側へ拡散している
結果となった。
【００４８】
　一方、図５（ｃ）で示す本発明の拡散防止壁では、拡散防止壁の上方にて汚染度の高い
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領域が形成され（汚染物質が残存）、下方に向かって汚染度が低下した領域が形成される
ものの、地下水流れによって汚染物質が傾斜した拡散防止壁の下端を回り込んで下流へ流
れることはなく、傾斜した拡散防止壁にて汚染物質の拡散が低減されている結果となった
。
【００４９】
　本解析結果より、本発明の傾斜した拡散防止壁により、地下水流れによる汚染物質の拡
散防止壁下流側への拡散が抑制できることが分かる。
【００５０】
　なお、両ケースともに地下水位より上方で汚染物質が残留しているが、これは、不飽和
部分での地下水流れの流速が非常に小さいことに依拠している。
【００５１】
　以上、本発明の実施の形態を図面を用いて詳述してきたが、具体的な構成はこの実施形
態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲における設計変更等があっ
ても、それらは本発明に含まれるものである。
【符号の説明】
【００５２】
　１，１Ａ，１Ｂ，１Ｃ…傾斜部、２，２Ａ，２Ｂ，２Ｃ…鉛直部、１０，１０Ａ，１０
Ｂ，１０Ｃ…拡散防止壁、Ｇ１…土壌（不圧帯水層）、Ｇ２…不透水層、ＷＬ…地下水位
、ＰＳ…汚染土

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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